
第１号様式（第６条関係） 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金 事前申請書 

                              年   月   日 

（提出先） 

 平塚市長  

              申請予定者 

 

住 所  〒    －      

                                           

 

名称（社名）                      

 

代表者 職氏名                     

 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第６条の規定に基づき、補助金の交付を受けた

いので、次のとおり事前申請します。 

 

１ 事前申請者区分 

（要綱第３条関係） 

いずれか 

該当 
☐ 市内中小企業者等   ☐ 農水産業者等 

必ず該当 ☐ １年以上事業実施 

必ず該当 ☐ 市税滞納なし 

いずれか 

該当 

大学等との共同研究に係る契約（協定）締結 

☐ 済み      ☐ 本申請までに締結予定 

いずれか 

該当 

☐ 共同研究の実施主体（事業所）が市内に存在 

☐ 共同研究の成果として実用化・商品化される製品や 

技術等を用いる主たる拠点が市内事業所の見込み高い 

２ 共同研究機関名 

（大学等名称） 
 

３ 共同研究事業名  

４ 補助金申請予定額 

（当該年度分のみ） 
円 

５ 支援枠の選択 

（要綱第４条関係） 

いずれか

選択 
☐ 特別支援枠     ☐ 一般支援枠 

６ 段階の選択 

（要綱第５条関係） 

いずれか

選択 
☐ 研究段階  ☐ 実証段階  ☐ 実用化・商用化段階 

７ 添付書類 

  （要綱第６条関係） 

必須  ☐ 事業計画書（第２号様式） 

必須  ☐ 収支予算書（第３号様式） 

任意  ☐ 非公表希望事項調書（第４号様式） 



第２号様式（第６条及び第８条関係）① 

 

事 業 計 画 書 

基本情報 

 

 

≪ 第２号様式② に続く ≫ 

１ 申請者 

補
助
申
請
に
関
す
る
担
当 

住所 
〒   － 

 

名称 

（社名・支店名） 
 

職氏名  

電話番号  

共
同
研
究
に
関
す
る
担
当 

住所 
〒   － 

 

名称 

（社名・支店名） 
 

職氏名  

電話番号  

２ 共同研究機関に 

関すること 

（大学等） 

住所 
〒   － 

 

名称  

代表者 職氏名  

担当教授等 

所属・氏名 

学部科 

職名 

氏名 

３ 共同研究機関との契約期間 

（全体） 

 年   月  日から 

  年   月  日まで 

４ 共同研究事業名  

５ 共同研究内容  



第２号様式（第６条及び第８条関係）② 

 

事 業 計 画 書 

 
 共同研究の全体計画 

 

年度 実施内容 
共同研究費 

（税抜） 

初
年
度 

  年度 

 

 

 

 

円 

☐ 見込み 

☐ 確定額 

２
年
度
目 

  年度 

 

 

 

 

円 

☐ 見込み 

☐ 確定額 

３
年
度
目 

  年度 

 

 

 

 

円 

☐ 見込み 

☐ 確定額 

※ ４月から翌年３月までを「年度」として作成してください 

※ 実施内容は、それぞれの年度において実施する予定の内容を記載してください 

※ 共同研究の開始年度は「初年度」と、終了年度は「最終年度」と実施内容欄に記述してくだ

さい 

※ ３年度以上の共同研究を実施する場合は、適宜行を増やしてください 

 

 
 実用化・商品化の見込み 

 

年 想定される製品、技術等 

年頃  

※１ 想定どおりに進んだ場合の目安を記入してください 

※２ 想定している製品、技術等を記入してください  



第３号様式（第６条及び第８条関係） 

収 支 予 算 書 

    年度  

１ 支出の部 

区   分 予 算 額  （円） 摘   要 

❶直接経費 

（税抜） 

うち特別支援枠 

該当分 
円 

共同研究の主たる目的で判断 

いずれかにのみ計上 うち一般支援枠 

該当分 
円 

❷間接経費（税抜） 円 直接経費の２０％を上限 

支出合計（税抜） 円  

※補助対象は、消費税及び地方消費税を除いた補助申請年度に要する共同研究費（第４条関係） 

 

２ 収入（財源）の部 

区   分 予 算 額  （円） 摘   要 

①本共同研究のために 

充てるべき特定の収入 
円 

国県等の補助金や本共同研究の 

ために募った寄附金など 

②平塚市からの補助金 円 千円未満の端数切捨て 

③自己資金 円  

収入（財源）合計 円  

 

【確認項目】 

 

☐ 間接経費は、直接経費の２０％以内（第４条第３項関係） 

❶ × ２０％ ≧ ❷ 

 

☐ 補助対象経費は、支出合計（税抜）から特定の財源を控除したもの（第４条第４項関係） 

      支出合計（税抜） － ①（特定の財源） ＝ 補助対象経費 

 

  ☐ 平塚市からの補助金は、補助対象経費に区分に応じた補助率を乗じたもの（第５条関係） 
      補助対象経費 × 別表第２の該当項目に応じた補助率（金額上限あり） 

 

  ☐ 支出合計（税抜） － 収入（財源）合計 ＝ ０ 

 

 

※補助金の申請年度分の収支予算を記載 



第４号様式（第６条及び第８条関係） 

 

 非公表 希望事項調書 

 

次の事項は、対外的に非公表とするよう希望します。 

 

非公表を希望する事項 理由 期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊非公表を希望する事項は、必要最小限、かつ、合理的理由によらなければならない 

 

以 上 

  



第５号様式（第７条関係） 

 

 平塚市産学共同研究事業化支援補助金 事前申請受理通知書 

 

 

年  月  日 

   

             様 

 

 

平塚市長            ㊞ 

 

 

   年  月  日付けで提出された平塚市産学共同研究事業化支援補助金事前申請書

について、次のとおり受理したので、平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱（以下

「要綱」という。）第７条の規定により通知します。 

 

                    記 

 

共同研究事業名   

 

補助金申請予定額 

（当該年度分のみ）  

 

 事前申請受理区分    ☐ 前期事前申請受理者   ☐ 後期事前申請受理者 

  

 非公表希望事項調書   ☐ 提出なし 

   ☐ 提出あり 

                 ☐ ご希望に添えるよう善処します 

                 ☐ 次の事項はご希望に添えません 

                                          

 特記事項 

   ・補助金交付を希望する場合は、事前申請受理区分に基づき、要綱第８条に定める期間に 

必要書類を提出してください。 

   ・申請にあたっては、特に要綱第１０条、１２条、１７条、１８条及び１９条の内容を確 

認してください。 

 ・複数年度にわたり補助金の交付を希望する場合は、年度ごとに事前申請、事前申請の 

受理、交付申請、審査、交付決定の作業が必要となります。 

 

以 上 



第６号様式（第８条関係） 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金 交付申請書 

                              年   月   日 

（提出先） 

 平塚市長  

              申請者 

 

住 所  〒    －      

                                           

 

名称（社名）                      

 

代表者 職氏名                     

 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第８条の規定に基づき、補助金の交付を受けた

いので、次のとおり申請します。 

 

１ 事前申請者区分 

（要綱第３条関係） 

いずれか 

該当 
☐ 市内中小企業者等   ☐ 農水産業者等 

必ず該当 ☐ １年以上事業実施 

必ず該当 ☐ 市税滞納なし 

必ず該当 ☐ 大学等との共同研究に係る契約（協定）締結済み 

いずれか 

該当 

☐ 共同研究の実施主体（事業所）が市内に存在 

☐ 共同研究の成果として実用化・商品化される製品や 

技術等を用いる主たる拠点が市内事業所の見込み高い 

２ 共同研究機関名 

（大学等名称） 
 

３ 共同研究事業名  

４ 補助金申請予定額 

（当該年度分のみ） 
円 

５ 支援枠の選択 

（要綱第４条関係） 

いずれか

選択 
☐ 特別支援枠     ☐ 一般支援枠 

６ 段階の選択 

（要綱第５条関係） 

いずれか

選択 
☐ 研究段階  ☐ 実証段階  ☐ 実用化・商用化段階 

 

 

≪裏面あり≫ 



 

７ 添付書類 

  （要綱第８条関係） 

必須 ☐ 事業計画書（第２号様式） ※最新情報に更新 

必須  ☐ 収支予算書（第３号様式） ※最新情報に更新 

任意  ☐ 非公表希望事項調書（第４号様式）  

必須 ☐ 大学等との共同研究等の契約書（写） 

必須 ☐ 市税完納証明書  

必須  ☐ 登記事項証明書又はこれに代わるもの 

必須 
☐ 平塚市産学共同研究事業化支援補助金事前申請 

受理通知書（写） 

指定が

ある場合 
☐ その他市長が特に必要と認めるもの  

 

 

 

 

  



第７号様式（第９条関係） 

 

 平塚市産学共同研究事業化支援補助金 交付決定通知書 

 

 

年  月  日 

 

             様 

 

平塚市長            ㊞ 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった平塚市産学共同研究事業化支援補助金について

次のとおり決定したので、平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第９条の規定に

より通知します。 

 

                    記 

 

共同研究事業名   

 

☐ 交付しない 

 

     理由                                  

 

☐ 交付する 

 

     補助金交付予定額                円 

（当該年度分のみ） 

 

非公表希望事項調書   ☐ 提出なし 

                 ☐ 提出あり 

                    ☐ ご希望に添えるよう善処します 

                    ☐ 次の事項はご希望に添えません 

                                          

特記事項 

   ・事業実施にあたっては、特に要綱第１０条、１２条、１７条、１８条及び１９条の内容    

を再度確認してください。 

   ・複数年度にわたり補助金の交付を希望する場合は、年度ごとに事前申請、事前申請の受理、

交付申請、審査、交付決定の作業が必要となります。 

以 上  



第８号様式（第１０条関係） 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金 変更申請書 

 

                             年   月   日 

（提出先） 

 平塚市長  

               申請者 

 

住 所  〒   －      

 

 

名称（社名）                  

 

代表者職氏名                  

 

既に交付決定を受けた内容について変更が生じたため、平塚市産学共同研究事業化支援

補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、次のとおり変更申請します。 

 

変更内容 
いずれか 

該当に☑ 

 ☐ 特別支援枠として交付決定を受けている共同研 

究の内容が、別表第１に掲げるテーマから逸脱する 

おそれが生じた 

 ☐ その他、交付決定を受けた内容に重要な影響を 

及ぼすおそれが生じた 

≪内容≫

（                    ） 

変更が生じた書類名称

（変更箇所を明示して提出） 

変更書類 

を記載 

 ☐  

 ☐  

 ☐  

 ☐  

変更が生じた要因 
詳細 

記述 

 

 

  



第９号様式（第１１条関係） 

 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金 変更決定通知書 
 

 

年  月  日 

 

             様 

 

平塚市長            ㊞ 

 

 

   年  月  日付けで変更申請のあった平塚市産学共同研究事業化支援補助金につ

いて次のとおり決定したので、平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第１１条の

規定により通知します。 

 

                    記 

 

共同研究事業名   

 

☐ 事業計画の変更を承認する 

☐ 変更交付する 

      補助金交付額 

（変更前）              円 

（変更後）              円 

 

☐ 事業計画変更を承認しない又は変更交付しない 

      理由 

                                      

 

 

特記事項 

   ・事業実施にあたっては、特に要綱第１２条、１７条、１８条及び１９条の内容を再度確認 

してください。 

   ・複数年度にわたり補助金の交付を希望する場合は、年度ごとに事前申請、事前申請の受理、

交付申請、審査、交付決定の作業が必要となります。 

 

 

 

以 上 



第１０号様式（第１３条関係） 

 

平塚市産学共同研究事業化支援補助金 実績報告書 

 

 

                              年   月   日 

 

（提出先） 

 平塚市長  

 

住 所  〒   －     

 

 

名称（社名）                   

 

代表者職氏名                   

 

 

   年  月  日付け    第   号をもって交付決定のあった補助金について、

平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第１３条の規定により、実績を報告します。 

 

 

 

１ 共同研究機関名 

（大学等名称） 
 

２ 共同研究事業名  

３ 事業完了年月日        年     月     日 

４ 補助金交付決定額 

（当該年度分） 

            円 

（変更がある場合は最終の決定額） 

５ 添付書類 

  （要綱第１３条関係） 

必須 ☐ 事業報告書（第１１号様式） 

必須 ☐ 収支決算書（第１２号様式） 

必須  ☐ 支出を証する書類の写し 

指定がある

場合 
☐ その他市長が必要と認める書類 

以 上 



第１１号様式（第１３条関係） 

 

事 業 報 告 書 

 
 共同研究の全体計画 

 

年度 実施内容 
共同研究費 

（税抜） 

初
年
度 

  年度 

 

 

 

 

円 

☒ 確定額 

２
年
度
目 

  年度 

 

 

 

 

円 

☐ 見込み 

☐ 確定額 

３
年
度
目 

  年度 

 

 

 

 

円 

☐ 見込み 

☐ 確定額 

※ ４月から翌年３月までを「年度」として作成してください 

※ 実施内容は、それぞれの年度において実施する予定の内容を記載してください 

※ 共同研究の開始年度は「初年度」と、終了年度は「最終年度」と実施内容欄に記述してくだ

さい 

※ ３年度以上の共同研究を実施する場合は、適宜行を増やしてください 

 

 
 実用化・商品化の見込み 

 

年 想定される製品、技術等 

年頃  

※１ 想定どおりに進んだ場合の目安を記入してください 

※２ 想定している製品、技術等を記入してください 



第１２号様式（第１３条関係） 

収 支 決 算 書 

    年度  

１ 支出の部 

区   分 決 算 額  （円） 摘   要 

❶直接経費 

（税抜） 

うち特別支援枠 

該当分 
円 

共同研究の主たる目的で判断 

いずれかにのみ計上 うち一般支援枠 

該当分 
円 

❷間接経費（税抜） 円 直接経費の２０％を上限 

支出合計（税抜） 円  

※補助対象は、消費税及び地方消費税を除いた補助申請年度に要する共同研究費です 

（第４条関係） 

 

２ 収入（財源）の部 

区   分 決 算 額  （円） 摘   要 

①本共同研究のために 

充てるべき特定の収入 
円 

国県等の補助金や本共同研究の 

ために募った寄附金など 

②平塚市からの補助金 円 千円未満の端数切捨て 

③自己資金 円  

収入（財源）合計 円  

 

【確認項目】 

 

☐ 間接経費は、直接経費の２０％以内（第４条第３項関係） 

❶ × ２０％ ≧ ❷ 

 

☐ 補助対象経費は、支出合計（税抜）から特定の財源を控除したもの（第４条第４項関係） 

      支出合計（税抜） － ①（特定の財源） ＝ 補助対象経費 

 

  ☐ 平塚市からの補助金は、補助対象経費に区分に応じた補助率を乗じたもの（第５条関係） 
      補助対象経費 × 別表第２の該当項目に応じた補助率（金額上限あり） 

 

  ☐ 支出合計（税抜） － 収入（財源）合計 ＝ ０ 

 

※補助金の申請年度分の収支決算を記載 



第１３号様式（第１４条関係） 

 

 平塚市産学共同研究事業化支援補助金額の確定通知書 

 

 

 

年  月  日 

 

             様 

 

 

平塚市長            ㊞ 

 

 

   年  月  日付けで実績報告のあった平塚市産学共同研究事業化支援補助金につ

いて次のとおり確定したので、平塚市産学共同研究事業化支援補助金交付要綱第１４条の

規定により通知します。 

 

                    記 

 

 

共同研究事業名   

 

 補助金の確定額                   円 

  

 

特記事項 

  ・本通知書を受け取ってから１０日以内に請求書を提出してください。 

・補助事業終了後も、要綱第１７条、１８条及び１９条の内容はご理解、ご協力をお願い

します。 

 ・複数年度にわたり補助金の交付を希望する場合は、年度ごとに事前申請、事前申請の受理、 

交付申請、審査、交付決定の作業が必要となります。 

 

 

以 上 

 


